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東アジアの原発政策と
原発安全規制制度



• 2011年の東日本大震災は、われわれに多くの教訓を残し、わ
れわれの価値観を変えた。そのなかの1つが原子力安全に対す
る国民の信頼が大きく揺らいだことであろう。原子力安全に責
任のある行政が、原子力発電を推進する行政の中にあるなど、
規制制度の監視機能が役割を果たしていなかったこともあった。

•そこで、日本では2012年9月19日に原子力安全規制機関の独
立と新しい規制基準が設けられたが、この基準も国民の信頼が
得られたとは言えない状況にある。



•世界は、EUの先進国を中心に、脱原発・縮小の流れにある。
原発の建設コストは福島原発事故以来大きく膨らみ、東芝の例
を見るように原発建設に手かけた企業の中では巨額の損失で事
業撤退や経営破綻まで追い込まれている。

•原発の安全に対する不信感とともに、経済性についてもリスク
対策や高レベル放射性廃棄物の処理問題などを考慮すると低廉
なエネルギーとしては考え難いようになった（実際、世界的に
原発建設費は、1基当たり事故前3000~5000億円から事故後
には1兆円を超えるようになった）



• 一方で日中韓を中心とした東アジアでは、依然として原発を主要エ
ネルギー源として位置づけ、再稼働や増設も進めている。韓国の文
在寅政府は原発の段階的縮小政策を掲げたが、昨年10月に2基の原
発建設継続を認めるなど当分原発縮小の気配はない。

• 中国の場合、2017年末現在37基が稼働中であるが、2030年まで
に100基前後の稼働が予想されている。韓国は24基が稼働されてお
り、5基が建設中である。

• 東アジアの原発の一部では老朽化も進み、ひとたび事故が起きれば、
本国はもちろん周辺国へ致命的な影響を与える可能性が高い。原子
力安全問題はもはや一国国内の問題とは言えないようになった。



•福島第一原発事故を受け、原子力の安全性に関するEU指令を
有する欧州では、各国にストレステストを行うよう促し、また
透明性の高いリスク評価に基づき安全性を見直すという取組み
が進められている。

•しかし、同様の動きは東アジアでは観察されず、原発の安全に
関するデータや情報の共有もあまり行われていない。一方、日
中韓の原発は炉型と安全基準がそれぞれ異なり、安全管理シス
テムの構築が困難であると米国環境保護省の報告書(2012年10
月16日)が指摘している。



•こうした中、東アジアの原発の安全問題に対するデータや情報
があまり共有されていない。 東アジアでは、原発への社会的規
制とリスク・ガバナンスに関して、どのような考え方をしてい
るのであろうか。

•原発政策と規制制度は、原発の安全が確保されるレベルに達し
ているのであろうか。そして、今後、原発安全に向けて関連制
度・技術の相互協力・検証は可能であろうか。このシンポジウ
ムでは、各国の専門家をお招きし、こうした問いに答えたいと
考えている。
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東アジアの原発地図
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中国北東海岸地域の原発過酷事故時放射性物
質予想拡散図(事故3日後)

出所;韓国原子力安全技術院のデータを基に作成 注：数字は原発基数であり、（ ）内は稼働中の基数



中国北東海岸地域の原発過酷事故時放射性物
質予想拡散図(事故5日後)

出所;韓国原子力安全技術院のデータを基に作成 注：数字は原発基数であり、（ ）内は稼働中の基数


